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大分市の財政は、早期健全化基準・経営健全化基準をすべてクリアしています
各基準は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づくものです。
■決算に係る健全化判断比率 （単位：％）

指標 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
大分市 － － 5.1 36.1

早期健全化基準 11.25 16.25 25.00 350.00
※	表中「－」は、該当比率がない（赤字額がない）ことを示しています。

・実質赤字比率 一般会計等の赤字額の標準財政規模に対する比率
・連結実質赤字比率 全会計の赤字額の標準財政規模に対する比率

・実質公債費比率 地方債やこれに準じる支出額の標準財政規模を
基本とした額に対する比率

・将来負担比率 一般会計等の地方債や将来支払っていく負担の残
高の標準財政規模を基本とした額に対する比率

・資金不足比率 公営企業ごとの資金不足額の、料金収入などの
収益に相当する事業規模に対する比率

※標準財政規模…その地方自治体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模

■決算に係る資金不足比率 （単位：％）

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準
水道事業会計 －

20.0公共下水道事業会計 －
公設地方卸売市場事業特別会計 －
農業集落排水事業特別会計 －
※	表中「－」は、該当比率がない（資金不足額がない）ことを示しています。

元年度 水道事業会計決算

元年度 公共下水道事業会計決算

●水道施設の維持管理など日常の事業活動に伴う収支（収益的収支）

収入 水道料金　96億2千万円（87.9％）
109億５千万円

支出
78億４千万円

長期前受金戻入　6 億 9 千万円（6.3％）

浄水場、管路等の維持管理経費　26 億 2 千万円（33.4％）

業務費・総係費　13 億 4 千万円（17.1％） 固定資産の減価償却費および除却費　32 億 7 千万円 （41.7％）

企業債支払利息など　６億 1 千万円（7.8％）

分担金など
6 億 4 千万円（5.8％）

収支差益
　31億 1千万円
純利益（消費税抜き）
　26億 6千万円

●水道施設の建設・更新などの投資にかかる収支（資本的収支）
企業債　23億円（66.2％）

建設改良経費　57億6千万円（74.6％）

国庫補助金　２億 6 千万円（7.5％）
一般会計からの繰入金など　９億１千万円（26.3％）

※収支不足額42億5千万円は、現金支出を伴わない減価償却費や
前年度からの繰越金など、内部留保資金で補てんします。 

企業債元金償還金など　19 億６千万円（25.4％）

収入
34億７千万円

支出
77億２千万円

●下水道施設の維持管理など日常の事業活動に伴う収支（収益的収支）

下水道使用料　55億8千万円（45.4％）

長期前受金戻入
40 億 3 千万円（32.7％）

管渠、処理場の維持管理経費　25 億 6 千万円（21.1％）

固定資産の減価償却費および除却費　76億6千万円 （63.1％）

業務費・総係費　４億５千万円 （3.7％） 企業債支払利息など
14 億 7 千万円（12.1％）

一般会計からの繰入金など
27億（21.9％）

収支差益
　１億７千万円
純利益(消費税抜き)
　0円

収入
123億１千万円

支出
121億４千万円

かんきょ

建設改良費　39 億 2 千万円（40.1％）

●下水道施設の建設・更新などの投資にかかる収支（資本的収支）
企業債　34 億 1 千万円（58.5％）

企業債元金償還金など　58億6千万円（59.9％）

国庫補助金　12 億 6 千万円（21.6％）

一般会計からの繰入金など
11 億 6 千万円（19.9％）

※収支不足額39億5千万円は、現金支出を伴わない減価償却費や
前年度からの繰越金など、内部留保資金で補てんします。 

収入
58億３千万円

支出
97億８千万円

給水人口………… 475,233 人	 給水世帯	………… 222,409 世帯	 普及率	……………………………99.55％
年間給水量…… 50,038,451㎥	 １日最大給水量	…… 146,293㎥	 １人１日当たりの平均給水量	……288ℓ

（	 ）処理区域内人口………… 304,243 人	 処理区域内世帯	…………143,654 世帯	 普及率	…………… 63.7％
年間処理水量※1	………42,354,115㎥	 年間有収水量※２	……… 33,048,774㎥	 有収率※3	………… 78.0％

※１		年間処理水量…処理した汚水の年間の水量。　　※２		年間有収水量…年間処理水量のうち使用料徴収の対象となった年間の水量。
※３	 	有収率…処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水の割合。有収率が

高いほど使用料徴収の対象とすることができない地下水や雨水などの不明水が
少なく効率的。

内部留保資金  86億円 　－ 　資本的収支不足額  42億５千万円　 ＝　 翌年度繰越資金  43億５千円

内部留保資金  48億３千万円 　－ 　資本的収支不足額  39億５千万円　 ＝　 翌年度繰越資金   ８億８千万円
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歳入は前年度に比べて
60億5千万円（3.4％）の増加

歳出は前年度に比べて
82億１千万円（4.8％）の増加

17億 7千万円の黒字決算

元年度の目的別歳出金額と主な事業

　市税は、市民税が 7億 1千万円増
加するとともに、固定資産税が 1億
2千万円増加したことなどにより、
10 億 2千万円の増収となりました。
　また、幼児教育・保育の無償化に
伴う私立保育所等給付費などの国庫
支出金が 37 億 5千万円、県支出金
が 11 億 7千万円、小学校の空調設
備整備などに伴う市債発行が 10 億
7 千万円増加し、歳入全体では 60
億 5千万円の増加となりました。

　歳出を性質別に見ると、私立保育
所等給付費の増加などに伴い扶助費
が 35 億６千万円増加し、普通建設
事業費は小学校空調設備整備事業な
どで 15 億８千万円、物件費はプレ
ミアム付商品券発行事業などで 13
億３千万円増加となり、歳出全体で
は、82 億１千万円の増加となりま
した。
　なお、人件費、扶助費、公債費
を合計した義務的経費は、1,040
億８千万円となり、42 億９千万円
増加しました。

◎形式収支　23億3千万円　1,824億3千万円（歳入）－1,801億円（歳出）
◎実質収支　17億7千万円　23億3千万円（形式収支の黒字）－5億6千万円（翌年度へ繰り越すべき財源）
◎なお、元年度末現在の地方債残高は1,683億6千万円です。（前年度比18億円減）
　市民1人当たりの地方債残高…35万3千円（前年度比3千円減）

議会費…9億 2千万円 労働費…2億 3千万円 消防費…54億円

教育費…162 億 6千万円

災害復旧費…2億 2千万円

公債費…191 億 7千万円

総務費…173 億 5千万円 農林水産業費…32億 3千万円

商工費…59億 6千万円

土木費…182 億 6千万円

民生費…790 億 9千万円

衛生費…140 億 1千万円

■	地域づくり交付金事業
■	豊予海峡ルート推進事業
■	国際スポーツ誘致推進事業
■	超高速ブロードバンド整備事業

■	大分川ダム周辺	（道の駅・天空広場）
	 整備事業
■	人・農地プラン推進事業	
■	おおいた産品創出・魅力発信事業	

■	企業立地推進事業
■	観光リーディングプロジェクト事業
■	プレミアム付商品券発行事業
■	中小企業競争力強化支援事業	

■	大分市中心市街地祝祭広場整備事業
■	鉄道残存敷整備・活用事業
■	住環境整備事業	

■	若年者や障がい者などの就労推進 ■	防災知識普及啓発事業
■	指定避難所等機能強化事業
■			消防車輌購入事業

■	小学校空調設備整備事業
■	外国語指導助手招聘事業
■	大友氏遺跡保存整備事業

■	保育所等運営事業
■	障がい者自立支援費
■	長寿応援バス事業
　（高齢者ワンコインバス事業）

■	子ども医療費助成事業
■	予防接種事業	
■	水素エネルギー導入推進事業

歳出総額
1,801億円

人件費
285億1千万円
（15.8%）

義務的経費
1,040億8千万円 

（57.8%）

義務的経費
1,040億8千万円 

（57.8%）

その他の経費
543億1千万円 

（30.2%）

その他の経費
543億1千万円 

（30.2%）

投資的経費
217億1千万円 

　（12.0％）

投資的経費
217億1千万円 

　（12.0％）

扶助費　 
564億円

（31.3%）公債費 191億7千万円（10.7%）

普通建設事業費
214億9千万円

（11.9%）

災害復旧費2億2千万円
（0.1%）

物件費 207億8千万円
（11.5%）

繰出金 156億7千万円
（8.7%）

補助費 109億5千万円
（6.1%）

投資および出資金・貸付金
40億6千万円（2.3%）

その他 28億5千万円（1.6%）

歳入総額
1,824億3千万円

市税
796億3千万円

（43.7%）

市税
796億3千万円

（43.7%）
県支出金 131億6千万円

（7.2%）

地方交付税 95億5千万円
（5.2%）

地方消費税交付金 85億9千万円
（4.7%）

繰越金 44億9千万円
（2.5%）

その他 132億 7千万円
（ 7.3%）

国庫支出金
374億8千万円

（20.5%）

国庫支出金
374億8千万円

（20.5%）

市債 162億6千万円
（8.9%）
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